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一般会計　町民 1 人当たりでは？

令和 8 年度（2026 年度）末見込み 令和 7 年度（2025 年度）末見込み 増減
一 般 会 計 119 億 2,764 万円 129 億 8,579 万円 -10 億 5,815 万円
水 道 事 業 会 計 27 億 3,795 万円 11 億 3,897 万円 15 億 9,898 万円
簡 易 水 道 事 業 会 計 16 億 288 万円 14 億 440 万円 1 億 9,848 万円
下 水 道 事 業 会 計 75 億 548 万円 81 億 5,826 万円 -6 億 5,278 万円
合 計 237 億 7,395 万円 236 億 8,742 万円 8,653 万円

各会計　地方債残高

町民 1 人当たりの地方債残高 48 万 4,253 円

―  用語解説  ―
●自主財源／町税や使用料および手数料、財産収入など、町自らが徴収する収入で、歳入総額に占める割合が高いほど財政の自主性と安定

性が高いといえます。
●依存財源／国や県から自治体に交付される金額や割り当てられる収入で、国・県支出金、地方交付税、各種交付金、地方債などが該当します。
●義務的経費／任意に削減できない極めて硬直性が強い経費。職員の給与などの人件費・地方債の元利償還金などの公債費・扶助費から構

成されています。
●投資的経費／道路、橋りょうの整備や学校などの施設建設など社会資本整備に必要な経費。普通建設事業費、災害復旧事業費から構成さ

れています。

総務費 1 人当たりの町税負担額（見込み額）
12 万 5,538 円

1 人当たりに使われるお金（見込み額）
71 万 8,201 円

※令和 8 年（2026 年）1 月 31 日現在の人口（2 万 4,631 人）で計算しています。

商工費 公債費教育費消防費土木費

衛生費民生費

農林水産業費 その他

議会費

3,752 円 9 万 3,220 円 21 万 9,248 円 6 万 9,813 円

3 万 7,602 円 1 万 3,275 円 6 万 6,833 円 3 万 3,032 円 5 万 6,230 円 7 万 5,560 円 4 万 9,635 円

176 億9,000万円
前年度比5.9％減（令和7年度 （2025年度）188億257万円）

固定資産税 15億1,475万円（▲0.6%）

町民税 12億5,190万円（＋4.7%）

たばこ税 1億8,778万円（▲3.8%）

軽自動車税
1億2,225万円（▲8.7%）

入湯税 1,395万円（＋86.0%）

旧法による税 150万円（皆増）

繰入金
19億8,969万円（▲9.2%）

ふるさと応援寄附金
10億円（0.0%）

使用料など※1
4億8,940万円（▲34.2%）歳入

地方交付税
62億5,000万円
（0.0%）

国庫支出金
19億3,730万円
（＋21.2%）

県支出金
12億3,443万円
（▲14.5%）

地方債 6億9,790万円
（▲54.2%）

地方譲与税など※2
9億9,915万円（＋0.3%）

自主財源
37.1％

依存財源
62.9％

※ 1　使用料、手数料、分担金、負担金、財産収入、寄附金（ふるさと応援寄附金除く）、繰越金、諸収入の計
※ 2　地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式譲渡所得割交付金、法人事業税交付金、地方消費税交付金、

　ゴルフ場利用税交付金、環境性能割交付金、地方特例交付金、交通安全対策交付金の計
※ 3　（　）は前年度比
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